2011年度「労働法」（11月29日）

第17回　懲戒（荒木392～408頁）
第17回講義のねらい「通常の契約における契約違反については、契約解除や損害賠償は可能であっても、相手方に対する懲戒は問題とならない。なのになぜ、労働契約関係では懲戒処分がなされうるのか。その法的根拠はどこにあるのか」、「どのような事由について懲戒処分が可能なのか、私生活上の行動（例えば電車内で痴漢行為を行った従業員）に対して懲戒処分は可能だろうか」「会社が違法行為を行っているという情報をマスコミに提供したことに対して、使用者は懲戒処分を行うことができるか。」「懲戒処分が権利濫用となるのはどういう場合か」など、懲戒をめぐる諸問題について検討する。
1. 懲戒権の根拠
a. 裁判例・学説の展開
b. 判例の立場とその位置づけ
i. 判例の企業秩序論と懲戒権
58関西電力事件
ii. 義務違反の成立と懲戒権行使

92国鉄札幌運転区事件
c. 懲戒処分の司法コントロール
2. 懲戒事由
a. 労働契約上の主たる義務違反
i. 職務懈怠

ii. 業務命令違反

b. 付随義務違反

i. 経歴詐称

61炭研精工事件
ii. 職場規律違反

62目黒電報電話局事件
iii. 兼業・兼職禁止

iv. 私生活上の非行

65横浜ゴム事件
v. 誠実義務違反・秘密保持義務違反

vi. 内部告発と公益通報者保護法

63トナミ運輸事件
公益通報者保護法における通報先と保護要件

	通報先
	目的
	真実性
	外部通報要件

	事業者内部
	不正目的なし
	
	

	行政機関
	不正目的なし
	真実・真実相当性
	

	事業者外部
	不正目的なし
	真実・真実相当性
	3条3号イ～ホのいずれかに該当


3. 懲戒処分の種類
a. 譴責・戒告
b. 減給
c. 出勤停止（自宅謹慎・懲戒休職）
d. 降格（降職）
e. 懲戒解雇・諭旨解雇
4. 懲戒権行使の濫用審査
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